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1 ．は じめに

　 大規模な 災害 の 後の 住宅 再建 支援の あ り方をめ ぐっ て

は、個人の 住宅に 対 して公 的支援の 是 非 を含 め、様々 な

議 論 が あ る 。 そ の な か で 、 口 本で は 応 急的 な仮住 ま い 期

の 支援策 と して 、　「家賃補助 」 を穣極 的 に 推 進 して は と

の 意見も出されて い る。こ うした中 で、且999年 9 月に 台

湾 で 発 生 した 「92 ユ集集大地震」 で は 、 家賃補助施策

が仮 設住 宅施策とともに 積極的に導入 され、被災者 の 生

活再建や 住 宅再 建 に一定の 効果をは た し てい る。そ こ で

本研 究で は、台湾の 集集 大地 震 にお け る家賃補助施策の

実態 とその 効果及び問題点を明 らか にす る こ とに よ り、
住 宅 再建 支援策 と して の 家賃補助施策 の 有効性 と限界 、

あ るい はその 有るぺ き姿を明 らか に し よ うとす る もの で

あ る。

　集 集 大震 災 後、台 湾の 中央政府は、公 的住宅 の 低価格

に よ る分譲、応急仮設住宅の 無償提供、被災者個人に対

する家賃補助の 3 つ の 施策を打ち出 し、その選 択を被災

者に任 せ る方 針 を と っ た。こ の 中で 、家賃補助 を選択 し

たもの は 9割｛りに も及 び、仮住 まい 期における住宅再建

支援の もっ とも主要 な部分 を家賃補助が 占め る こ ととな

っ た。こ の 家貨補助 が、被災者の 大半 か ら志 向 され る に

い たっ た背景や、住 宅再 建 に実 質的に 果た し えた役割を、
実態に 即 して 明らか に す るこ とは、台 湾 だ けで は な く、
世 界 の 住宅再建施 策の 今 後に とっ て有益なこ とで ある。

2 ．研究方法

　本研 究 では、以上の 問題意識 に墓つ い て 、 第 1 に 台湾
の 中央政 府 等 の 統 計資料の 解析 と家賃補助 の 実 施担 当者

等 へ の ヒア リン グ調 査に よっ て、その 全体像を明らか に

す る と ともに 、第 2 に 家賃補助 を受け た被災者への ア ン

ケー
ト髑 査に よ っ て、被 災者 の 再 建 の 中で の 家 賃補 助 の

果た した役割を個別的に 明 らか に して い る。

表 1 ア ン ケート調査 に 関す る情報

地区名 蔭謝 r部数 回 収部数
興際回収串

　 〔％｝

全頃串／半

壌串 （％

台 中一北 屯区
釦o（実燦

　 48042
　（擔否 乙4） ＆8 34．B’198

粛投≒集戴
500 〔実瞭 1
　 49570 　｛拒否 6｝ 14．巳 巳5」’70

廨投・埔里
500（実際
　 49664 　（拒否 8⊃ 129 ⊃o’24．5

合 　計
i声oo （実濠

　 1．471 ｝

176 〔奥瞭回収

　 148）
12 213 ’匚駄 1

　家賃補助 受領者 に対す るア ン ケート調査 は 、 震災 9 ケ

月後 の 2eOO年 5 月か ら 6 月に 実施 した 。 配布 回収 の 状

況 を表 1 に示 す。 対象地区としては、台 中市の 北屯区、
埔里 鎮、集菓 鎮の 3地 区 を選定 し た。農村地域にお い て

借家 と して活用 で き る 空 き家 は 都市部 よ り少な く、且 つ

借家率 も都市部より低い に もか か わ らず 、 実際に農村部
にお い て 家賃補助の 受領者が多い とい う背景 を考慮 して 、
今回は農村地城 にお け る家賃補助の 実態を見 る こ とに 主

眼 をお き 、 農村的性格が 強 くか っ 被害が激 しか っ た地域
に、対象を限定 した。
　3 地区 それ ぞ れ 500世帯を家賃補助の 受領者 リス トよ

り無作為 に サ ン プ リ ン グ （抽 出 率約 1110） し、ア ン ケ
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一トを郵送 した 。 回 収 も同様に、郵送で お願 い する形を
とっ た。なお、郵 送 した 1，SOO　twasの うち、配布不 能で

返 送 された もの ns　29通 あっ た 。 有効回収票は 148通 （有

効回収率 12°1・）で あっ た 。 回収串が 低串なの は 、 台湾で

は ア ン ケ
ー

ト調査に 不慣 れ な こ とに加え、混乱期に あっ

て 本人まで 届か なか っ た もの が少 な くなか っ た の で は、
と推察され る。

3 ．　 家賃補助策の展關と実施

照 と内 容は表 3 に 示す 通 りで あ る 。 1年 目の 補助 が生 活
支援的な意味合い も込めて 幅広 く講 じられ たの に対 して 、
2 年 目の 補助 は実質的 に支援 が必 要な賃貸居住者に限定

す る考え方が 貫か れ て い る。すなわ ち、賃貸契約薔の 提

出の 義務づ けや所得 に よる 制限 な どの制約が、付け加わ
っ て い る。 給付も 1回で は なく 2回 に分けて行われる こ

とにな っ て い る。なお、2001 年 2月末 現 在 で 、2 年 目

の 家賃補助を受領 した もの は、台 中県 を 例 と して は約
1，000戸 cs〕で激 減 して い る  。

表 21 年目の 家賃補助の 内容
　（1）策定経緯1と内容

　集集大震災の 直後の 9月 23 日に行われた 副総統 と被
災地の 郷鎮市畏 （自治体の 首長） との 会談 を踏ま え、
政府機関の 公 共工 程委員会は、粲急対策として テ ン トの

配布、応急対策として先 に述 ぺ た 家賃補助な どの 3 っ の

住宅再 建 支 援を 打ちだ し たP）。応 急 対 策 の 公 営住宅分譲

と家賃補助に つ い て は 主 と して都市部 で実施 し、仮設住

宅供給 は 主と して 農 村部 で 実施す る との
、 基 本方 針を こ

こ で 確認 して い る｛町
。

　家賃補助策が導入 され た背景 と して は、ア メ リカ の ノ
ース リ ッ ジ地震直後、家賃 補助支 援の 実施を 参考して、
日本の 阪神 ・淡路大震災の 教訓に学んで 、被 災者の 自発

的な再建意欲を引き出そ うと した こ ともあるが、同 時に

当時 の 台湾の 中央被災地 区 にお い て は 約 8 万 5千 戸 の 空

き家が あ り （空き家串 22％）
1）、それ を有効に 活用 した

い との 判断が あ っ た。 公 営住宅の 空 き家は被災者へ低額

で分譲す る、民 聞住 宅 の 空 き家は 被 災者 に家 賃 を補助 し

賃貸させ る、とい うこ とか ら、公的住宅分譲や家賃補助
の 対策が取られ たの で ある。

　家賃捕助の 対象と内容 につ い て は、表 2 に 示 す通 りで

あ る 。 こ の 実施要綱は 9 月 30 日に 公 告され て い る。家

賃補助額が 世帯あたりで はなく 1 人 あ た り と され て い る

の は、家族人 数が多い とそれだ け家賃 とそ の 他 の 出 費が

多くなる とい う判断に よ る。 世 帯人数の 多少 に 関わ らず
一

律 的 に支援金 等が 支給 され た た め に 、 受給者 に 不公 平

感 が残 っ た 日本 とは、好対照 で ある。また、補助金等を

小 出 しに し た 日本 と は異 っ て 、 家賃補助金を
一

括 で給付

した ア メ リカ の セ ク シ ョ ン 8   と似 て 、家賃 1年分を
一

括 して 給付 した 点も注 目 され る。・

　 1 人 あた り 1月 3，00e元 （1 元＝約 4 円） とい う甚準は、
当時の 台湾の 家賃の 水準 （台北市の シ ン グル 部 屋 の

一
番

安い 家賃は約 4
，
000元 ／3坪 1 月

2）
程度で あっ た）を参考

に定 め られ た e

　この 家賃補助 の 申請 と受領の 動向を示 した の が 図 1 で

あ る。 初期にお い て は、住宅の 被災度判定 の 遅れや、再

建支援策の 選択を巡っ て の 被災 者の 動揺 な どが あ っ て 、
受領申請は増加 と減少を繰 り返 して い る 。 2eoO年 3 月以

降に、受領率が ほ ぼ 100％ に遠 して い る 。 な お、中央政府
の 統討に よる と、2000年 3 月 ま で に 約 32万人

3〕 （当時 の

1 世 帯 あ た り人員 の 3L77人／戸
4｝

で 計 算す る と 、 約 8 万

世帯 にあた る） が 家賃補 助 を受けて い る。

　とこ ろで 、こ の 家賃補助は 当初 1 年限 りとい うこ と

に され たが、恒久 的な 住宅再 建が思 うよ うに進まない こ

と、応急仮骰 住宅の 利用期限が 3 年か ら 4年 に延畏 され

た こ とか ら、この 家賃補助の 支援ももう 1年延長 され る
こ とに な っ た

5）。
’
政府は 1年 目の 家賃補助に 約 112億元

を拠出 した．が 、 こ の 2 年 目の 家賃補助 に つ い て は 約 15
億元 の 予 算措置 を講 じて い る

e
。 2 年 目の 家賃補助の 対
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　　　　　　　図 1 家賃補助の 受領率

｛行政院主計処 ！999年 9”’11月 の公 告データ を整理 したもの〕

表 3 　 2 年 目の 家賃補助の 内容

・対象 ：

  被災地にお け る全壊 ・半嵐 且つ 家屋 を撤去 されて

　　　ユ年目の家賃補助を受 け、実際に借家の 契約 を行 っ

　 　 て い る、持 ち家者

  低収入及 び 中低収入 の 半壊、1 年目の 家賃補助 を受

　　 け、実際 に借家の 契約を行 っ て い る、縛ち家者
・内容 ：

  1 月 IO
，eOOJill戸、二 期に分けて配 る

  申請 に 当 た っ て、審査 に 通る と、第 1期 の 分 を渡

　　 す。第 2 期の 分は 2001年 4月 以 降渡す
・実施期間 ： 1年 62000 年 n 月 1日〜2001 年 10月 31 日

（2 ）家賃補助受領者の 概観

　先 にの べ たように家賃補助受領者は約 8 万 世帯い る

と推定され るが、そ の全貌は必 ず しも明らか に なっ て い

な い
。 こ こ で は、唯

一
手掛か りとして 得られ る、台中県

が 実 施 した 家賃補助受給者約 9 千世帯に 対 す る 調査

（2000 年 7 月実施 ） を も と に 、 家賃補助受領者 の 状 況

を概観 して お こ う
η。

　これ に よる と、家賃補助受領者の 6割 が 「修理 した

家屋 亅 に 居住 して お り、3 割 が 「借家」 も し くは 「知 人
宅 亅 に居住 して い る． 家賃補助 を受 けて も、賃貸に居 住

して い ない 被災者が過半を 占めて い るこ とが、わか る 。

家賃補助 が、被災住宅の 修繕 や 自力 仮設 の 建 設 等に 、準

用されて い る。
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　こ う し た家賃補助受領者の 恒久住宅の 再逮志 向を み

る と、約 5 割が 「修繕」 、約 2割が 「自力建て替え亅 を

希望 してい る。 また約 1 割が 、 ダブル ロ ーンの問題や 土

地や集合住宅の 共有権の 問題で 、 恆久住宅 の 再建に希望
が もて ない 状況 に あ る。家賃補助 受 給者 の 多くは、家屋

の 修繕によっ て再建をなし遂げ よ うと してい る もの 、と

理解され る。なお、住宅再建におい て は、再建 主 体で あ

る 被災者 の 経 済能 力 が問 われ るが、月収 が 2 万元 未満が

約 2割、2 〜5 万元 が約 7翻 とい う状 況 にあ る。

4 ．家賃補助受領者の実態と問題点

　以 下、ア ン ケート調 査に より明らか に な っ た農村部

の 家賃補補助受領者 の 実態を考察す る。

（1｝対 象 者 の 基本 的属性

　ア ン ケ
ー

ト回 答者の 「震災前の 住宅 タイ プ亅　 「世帯

主の 年齢亅　 「震災前後の 1 カ月の 収入亅　 「震 災後の 居住

状況亅 が表 4 に示 され る 。 農村地 域 を反 映 して、震 災 前

に集合住 宅や マ ン シ ョ ン に 居住 して い たもの は 5％ と少

な く、大半の 6 割が透天 屋【ηとよばれ る 棟割型住宅に 居

住 して い た。
　収入をみ る と、震災前に お い て月 収が 5万 元以上 の も

の が 5 割 をこ えて お り、先 に みた台 中県 全体の 傾向 に 比

べ る と．回答者に は比 較的高収入 の 人が多い 、とい える。
これ は調 査地域の 地域性もある が、郵送に よ るア ン ケ

ー

ト調査に協力す るイ ン テ リジ ェ ン ス の ある人々 の 階層性

が 反映して い る もの と、考え られる。

　 この 収入 で は、震災後におい て月収 5 万 元以 上の 人が

4 割弱 と減 っ て い るこ と に、着 目し たい 。震災に よ り、
経済的なダメ

ージを受けた人が少なくない こ とを、推察

させ る。
　現在 （調 査 時 点の 2000 年 6 月） の 住居 をみ る と、約

3割 りが修繕した家に居住、約 2割 が 自力プ レ ハ ブ に居

庄 して い る こ とが わ か る。先に み た 台 中県 の 動 向 に 比 較

す る と．修 繕 した家屋 に住む 人 がや や 少 ない とは い え、

家賃補助 が 、 実態と して 修繕や 自力 仮設 に 転用 され 、 住

宅 再建 を促進す る役割 を果 して い る こ とが、読み取 れ る。
　他方、借家 を して い る人 が 2割強、知人 宅等に寄寓 し

て い る 人が 2割弱い る。なお、未修繕の 家に 居住 して い

る 人が、僅か とい え 7％ も存在して い る こ とに、着 目 す

る 必要 が あ る。

（2 ） 家賃補助の 選 択理 由

　 なぜ、仮設住宅の 供給や公営住宅 の 分譲を受け ず に 、

家賃補助 の 受領を選択 したの か を尋ね た結果が、図 2 ．
図 3 で あ る。 応 急仮設や 公 営分 譲を選 択 しなかっ た理 由

に 「現在の 家が修繕して住め る」 と答 え る もの が 、 そ れ

ぞ れ約 3割 と多い
． 本格的な再 建に は費用 が か か る、ま

た元通 りの 場所に 住みた い とい うこ とか ら、相当の ダメ
ージを受けてい て も修理 して住み続けようとする傾向の

あ る こ とが、こ うしたデーターか ら読 み 取れ る。
　仮設を嫌 う理 由としては 「ス ペ ース が 狭い 亅 、公 営を

嫌 う理 由 と し て は 「場 所が遠 い 」 を あげ る もの が 2 〜3

割存在す る。 仮設 の 狭さに っ い て み る と、 対象地 域の よ

うな農村地域に お け る平 均住宅 規模 は 30・40坪  
で 、 仮

設 住宅 の 8〜12坪 で は 、とて も狭 くて 生活 が で きな い 、
とい うこ とで あろ う。 公 営の 遠 さにつ い てみ る と 、 農業

従事者に とっ て み る と、農地を離れ る こ とが 致命的で あ

一159一

り、仕事を捨て て ま で公 営に入 りた い とは思わ な い ．と

い うこ とで あ る 。

表 4 基本属性
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図 3　 分 譲公 営 住 宅 を選 択 しな い 理 由

（3 ）家賃補助費の 用 途

　まず、 「家賃補 助 費の 使い 方 」 に つ い て 聞くと、
568％ の 人 は 「住宅再淫 亅 に使 うこ とと回答 して い た

が、ま た 22．3％ の 人 は 「日常生活亅 に使うこ とも答え

た （図 4 参照 ） 。 内訳を 分析する と、現住居 と家賃

補助 の 使 い 方とク ロ ス して 分析 す る と、図 5 か ら、
「借家 して い る亅 と答 えて い る人 の 約 8割 は補助金 を

家賃 と して 使 っ て、　「自宅 を修 繕 し た 亅 と回答 し て

い る人の 約 9割は捕助 金 を住 宅再 建 へ 投 入 す る こ と と

答 え て い る 。 住宅再建 に 使 う部分 で は 「修繕 の 利

N 工工
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用」 の 57．1％ が一
番多い （図 6 参照）。これ に よ り、

家賃補助費を自由に利用で きるた め 、 被災者は修繕

に よ っ て 早め に 立 ち直 し て 、住宅再 建 で は プ ラス の

結果 だ と言え る。一
方、生活費 として使 っ て 、住宅

再建 と繋が ない 事実も存在 した こ とが ア ン ケート調

査 で 分か っ た。

tO 画 m
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図 4 家賃補助金の 使い 方
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図 5 震災後 の 住居状況 と家賃補助金の 使 い 方
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図 6　 家賃補助金 を 住宅 再建 へ 利用す る内訳

　　（4 ）震災前居住地 との 関係

　現住居 と元 の 住環境 との 関係 を明らか にす る ため、
「現住居か ら元 の 居住地まで の 交通手段 と時間」 に

つ い て 分析 した 。 交通 手段 で は約 4 剛の 人は 原付 ・バ

イ ク で 元 の 住 環 境ま で い け る （図 7参 照〕。交 通 時

間 と現住 居 の ク ロ ス 分 析表 に よ り、約 7割の 人 は （回

答の 73戸に対 して 10分以下の 回答合計 は 52戸で あ

る》 10分以 内、元 の 居住地 へ 行 け る こ とが 分か っ た

（図 8 参照｝。親友 の と こ ろ に 泊 ま る人 や 自カ プ レ

ハ ブ建股 す る 人や 借家 して い る人 な どあま り元 の コ

ミ ュ ニ テ ィ と遠 く離 れ て い な い と こ ろ に住 ん で い て 、
元 の コ ミ ュ ニ テ ィ と強く密着 して い る と思 われ る。
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図 8 震災後の 居住状況 と交通 時聞

（5 ）精神面 へ の 影 響

　
一

方、家賃補助費をもらっ た被災者 の 精神 生 活を

把握するた め、生活の 安定情況 と体の 調 子 につ い て

分 析 した。ま ず、生 活の 安定につ い て は約 85％の

人 が不安定を訴えて い た （図 9 参照） 。 不 安定の 理

由 を分析すると、63％ の 人が 「余震の 恐れ」 と答え、
また 19．？％ の 人は 「失業亅 が 理 由で 不安定 と感 じて

い た （図 10 参照） e

一
方、体の 調子 につ い て 、約

7 割の 人が不調 と反映 したが （図 11 参照） 、 不調

の 原因 で は一
番多い の は 「緊張」 の 54．8％ で、次は

「憂鬱亅 の 4Tl％ で ある （図 12 参照）。余震に対

す る悃れ て い る こ と、緊張、憂鬱の 症 状は i「ISD 症

に発展 して い く前兆だと思われ
s，、FrSD 症 を予防

するた め、これらの 人々 の 安定と健康状憲 を注意し

な けれ ばな らな い h
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 鵬 148鋤 oah 灘

　　　　　　 20tl　 IZ2N
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図 9　震災後 の 安定状況
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図 12 体不 調の 原 因

　（6｝ 住宅再 建 の 展 望

　 住宅再建 に つ い て 、 家賃補助費をもら っ た 被災 者

の 再建意識 と現 住 居 の 状況 とク ロ ス して 分析する と、
修繕 した 自宅に住 ん で い る 人の 約 7 割と半 壌 且 つ 修

繕 してい ない 人 の 50％は修繕 と期待 して い る 。 親戚
の と こ ろ に 行 っ て い る人 と 自カ プ レハ ブ 住宅 を建 設
して い る人 と借家 して い る 人 な ど約 6 割 以 上 「建 て

替 え 」 を思 っ て い る 。 住宅再 建 に対 して 、
「修繕 亅

と 「建て 替え」 に集中 して い る。しか しな が ら、約 2
割 の 人 は親戚の と こ ろや 借家や自カ プ レ ハ ブな どで

住 宅 颪 建 の 展 望 を持 っ て い な い （図 13 参照） 。 住
宅再 建 に関 す る資金に つ い て 住宅再 建の 展望 とク ロ

ス 分析す る と、　「建 て 替え」 と回 答 して い た 人 の

74．5％は 中央銀 行 の 優 遇 融 資 を主 な資金と して利用す

．る 。 ま た、修繕と答え て い た人の 80％ は 「家賃補助
費 や 見 舞金 な ど亅 を利用 す る （図 14 参照）。これ

に よ り、長 期 的 な住宅復興 に 開 して 、優遇融資の 利

用を 期待 して る が、応 急段 階の 住宅再 建 に つ い て 家

賃補助費の 効果 を大き く果 た した こ とが 分 か っ た 。
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図 13 震 災 後 の 居住状況 と住宅 再建 の 展 望
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図 14 住宅 再建に関する資金の 運 用

　
一方、住宅再建の 展望に 「ま だ 決ま っ て い ない 」、

「借 家す る 亅 、　「住宅再 建 を期待 し、た だ再 建計画

を持 っ てい な い 亅 と答えた 43 ケース に 対 して 、ど ん

な再 建の 問題を持 っ て い るか と聞く と、 約 8割の 人は
「資金問 題 亅 を抱 え て い た。内訳 か ら見 る と、資金

問題で は 「ダブル ロ
ー

ン が 負担で きない 」 と 「建 築
確 認 が な い た め、融資で きない j を訴えて い るの は
一

番 多く、土地問題 では 「美 有 権問 題亅 の 答 えが 一

番多い （衰 5 参 照）。そ の ため、住 宅再 建 問題の 解

決 の 期待 に っ い て 資金問題の 内駅 と ク ロ ス して 分析
す る と、 「ダブ ル ロ

ーン 負抵 で き ない 」 と答 えた 人

は 「地方 金融機関の ロ ーン の 引き 受け を 促進する 」

を
一

番 期待 して 、　「建築確認 が な い た め、融資で き

ない 亅 人 は 「建築確認の 手 続き を簡便化 し て 優遇 融

資 を促 進 する 亅を期待 して い る （表 6 参照）。住宅

再建問題 の 解決 の 期待 と土 地 問題 の 内 駅 とク ロ ス し

て み る と 、 共有権問題に か か っ て い る 人 は 「土地 信

託 の 方 式 で 問題を解決 した い 1 と 「換地 」 と 「建築

確認 の 手続きを 簡便 化 し て 優遇融資を促 進 す るj を

期待 して い る。　 「ダブル ロ
ー

ン が負担 で きない 」 の

経 済 能 力 の 問題 以外、実際 に、建築確認と土地問題

を
一

体 と見 なす こ とが 出来る。土地共有権問題や換
地 政策や地籍 再 測 量 な ど問題 を解決 しな けれ ば、建

築確認もで きな く、銀 行 へ 融資す る資格 もない
。

　先 に 見た 台中県 の データ に比 べ て み る と、被災 者

に と っ て 、住宅 再建に 関す る問題 は 主に融資で き な

い 資金 問題 と一
部の 土地 所 有権 に集 中 して い る と言

え、今後の 住宅 再建策 に
一

番力を入 れ なけれ ば なら
ない とこ ろ で あろ う。

表 5 住宅再建 に 閲する問題
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表 6 住宅再 建 に関する問題の 解決を果たす期待
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5 ．まとめ

　台 湾政 府 の 実 施 した家賃補助 は、そ れが家屋 の 修理

や 自力仮股 の 建骰費用 と して 、また 恒久住宅建設の ため

の 準備金として活用されて い る実態か 明 らかに な っ た。
こ の こ とは、家賃補助が 自発 的で多様 な 解決 を 引き出し

た とい うこ とで 、騨価 で きる。こ の こ とが 、 素早 い 住宅

復興に つ なが っ たか らで ある。こ の 意味で は、家賃補助

とい い な が ら、 爽懸と して は包括的な住宅再建支援給付

で あ っ た、とい え る。 さ らに こ の 家賃補助は、コ ミ ュ ニ

テ ィ を破壊せ ずに再建をはたす、被災者の 自発的な再建
エ ネル ギーをひ きだす、とい っ た面で も成果を認める こ

とが で きた。個 人 に 対す る現 金給 付 と い う形 で の 再建 支

援の 有効性が浮か び あが っ た とい え る 。

　他 方 で 、家賃補助を受けた世帯の 多 くは 、

一
危険性の

残る家屋を修理 して 住み続け る、あ るい は居 住性 が さほ

ど高くない 自力仮設住宅に、今後畏期に 渡 っ て住み 続 け

る こ と を余儀なくされ る、とい う問題 が あ る 。 暫定的解

決 はは かれ た が恒久 的解決に っ なが らない 、とい う問題

を孕 ん で い るの であ る 。 この恒久 的解決に つ い て は、土

地の 共有権の 問題 や 二 重 ロ ーン の 解 消 の 問題 な ど、解決

すべ き課 題が 数多く残され て い る 。

　家賃補助の 今
一

つ の 問題は、そ の 一部が 生活費 と して

消化 され た とい うこ とで ある。生活 が 困 難な低 所得 者に

とっ て は、や む えない 選択 て あ っ た か もしれない が 、住

宅再 建につ なが らなか っ た 、 とい う点で 反省材料 とい え

る。将来、如何 に公的な支援策を導入 して 被災者 の 自立

と再建を促すこ とが大 きな課題 と して考 え なけれ ば な ら

ない 。
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（1）台 湾地 震 にお ける住宅 被害は約 10万 5千戸 が あ っ て、そ の

うち仮股住宅の 5279戸 と分鰒公営住宅の 購買の 1．2eo戸 と約

1割の 借家層 を除い て、家賃補助金 を受けてい るの は約 9 割で

あ る。

  公共工 程委員会建設処処長葉　宏安さん の イ ン タビ 昌
一に よ

る もの で ある。
（3）元行政院副院長 ・

元 921霞災重建推動委員会執行 長 劉 　兆玄
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ーに よるもの である。

（4〕Housing‘Secrticm　S　Rental　Certifieatettmd　VoucherProgras 奚行

機関は 住宅都市開発省（HUD ）と公 営住宅 事務所〔OMce 　of 　Pttblic

and 　lndian　HOttsing）で ある。

（5）台中県祉会局許局長の イ ン タ ビ ＝
一

に よ る もの で あ る。
（6）台中 県で は 1年 目家賃補助金を受 けて い た人数は約 rlS．OOO
人で あ り、3．77 人／ ユ戸で 換算すれば、約 3 万 戸で ある 。 2年
目の 1．000 戸 よ り激減 した。
（7）すなわ ち、Town 　houseで ある。
（8｝日干 し煉瓦 造建物 で あ る。
（9）台湾の 農村地 区では 伝統的な 1 階戸建 てで あ る。 「冂 亅 型の

建 て方で、三 面の 建 物に囲まれて い る空間は広場 として 使 っ て

い る。

（10）本調査 の 結果によ っ て 集計 した もの で ある。
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